
  波居原地区  

１　対象地区の現状

①　地区内の耕地面積 ｈａ

②　地域内の耕地面積について、ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した耕作者の耕作面積の合計 ｈａ

③　ｱﾝｹｰﾄ調査等に回答した、地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅰ　うち後継者のいる農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅱ　うち後継者のいない農業者の耕作面積の合計 ｈａ

ⅲ　うち後継者について未回答の農業者の耕作面積の合計 ｈａ

④　地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 ｈａ

２　対象地区の課題

認定農業者５名と認定就農者２名を中心となる経営体に位置づけ、営農組合が耕作している農地を集
約する。
・中心となる経営体については、土地利用型農業で水稲・飼料作物を中心とした作付を行う。また、離
農や規模縮小する農家の農地を借受けることで規模を拡大する。
・中心となる経営体以外の農業者および所有者は、農地集積について協力するとともに、農道・水路
等の土地・農業用施設の維持管理作業について、中心となる経営体と共同で行う。

（備考）

注：　④の面積は、次頁の「中心経営体」の「今後の農地の引受けの意向」欄の「経営面積」の合計から「現状」欄の
　　　「経営面積」の合計を差し引いた面積を記載します。

・高齢化などにより離農が進み耕作放棄地の増加が懸念されている。
・今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積よりも、75才以上で後継者がいない・不明・未回
答・後継者はいるが規模縮小や離農したい農業者の耕作面積の方が多く、新たな農地の担い手の確
保が必要である。
・現状としては、地区内の数人の農業者や兼業農家が所有者から依頼を受け耕作できなくなった農地
を耕作している。しかし
認定農業者従業員の高齢化により将来に渡って農地を守るため、担い手の確保と農地の集約化を検
討する必要がある。

注：「課題」欄には、「現状」を基に話合いを通じて提示された課題を記載してください。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針
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